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1. 事業概要 (Simple Explanation) 
• サービス内容： 利用者がアプリで食料品を注文し、ドローンが自宅まで配送す
るシステム。 

• ターゲット： 高齢者、冬期の積雪地帯、山間部、過疎村の居住者。 
• ビジネスモデル： 日用品、医薬品、食料品を対象としたサブスクリプション
（定額制）モデル。 

 

2. 日本国内における実現可能性 (Is This Idea 
Possible in Japan?) 
日本での実施は可能ですが、規制が存在します。 

• ドローン法規制の基本： * 100g 以上の機体は登録およびリモート IDの搭載が
必須。 

o 商用利用には免許と政府の承認が必要。 
o 長距離や目視外飛行（BVLOS）には個別の許可が必要。 
o 群衆の上空や制限区域での飛行は禁止。 

• 政府の動向： 日本政府は過疎地でのドローン物流実証実験を推進しており、高
齢化社会に対応する物流システムとしてドローンの活用を期待しています。 

 

3. グローバルな実績 (Real World Proof) 
このアイデアは決して突飛なものではなく、世界的なトレンドです。 

• 中国： 美団（Meituan）が山間部や観光地でフードデリバリーを実施。配送コ
ストは 1注文あたりわずかRM 2.5（約 75 円）まで低減。 

• 米国： Amazon、Walmart、Wing、Zipline がドローン配送を展開中。現在の
配送コストは約 RM 132（約 3,960 円） だが、将来的に RM 30.8（約 924
円） 未満を目指している。 

• 市場規模： ドローン配送市場は年平均成長率（CAGR）25%以上で急成長中。 
• 結論： 本事業は世界的なメガトレンドである「低空経済（Low-Altitude 
Economy）」に合致しています。 



4. なぜ日本がこの事業に最適なのか (Why Japan 
is PERFECT) 

• 深刻な社会問題： 高齢化、過疎化、積雪や山間部による集落の孤立。 
• 商業環境の変化： 地方でのスーパー閉店の相次ぎ。 
• 解決策： ドローンはこれら地域における「命綱」となる物流システムになり得
ます。 

 

5. ビジネスモデルの詳細 (Business Model) 
• Step 1（拠点）： 村に 1つ小型倉庫（ハブ）を設置し、スタッフが商品をパッ
キング。 

• Step 2（配送）： 5～20km圏内をドローンで配送。自宅やスマートロッカー
へ荷下ろし。 

• Step 3（注文）： アプリによる日用品注文、高齢者向け月額サブスク、緊急医
薬品配送。 

  



6. コスト分析 (Real Cost Analysis) 
本事業は、リスクを最小限に抑えるための「フェーズ分け投資」を前提とする。 

6.1 初期導入費用（Phase 1：立ち上げ・実証段階） 

最初のモデル地区（1自治体・1拠点）を稼働させるために必要な資金である。 

• 機体コスト（5機導入）： RM 470,000 （14,100,000 円） 
o 小型配送機（2kg積載）：RM 35,250（1,057,500 円） 
o 中型配送機（5kg積載）：RM 94,000（2,820,000 円） 

• 拠点・システム・スタートアップ費用： RM 1,400,000 （42,000,000 円） 
o 倉庫賃借、充電ステーション、運用システム、保険、ライセンス取得費。 

• Phase 1 合計： 約 RM 1,870,000 （約 56,100,000 円） 

6.2 拡張・インフラ構築費用（Phase 2：3～5年目以降の全国
展開） 

Phase 1 の成功後、地域インフラとしてサービスを高度化・広域化するための追加投
資である。 

• 推定投資額： RM 9,400,000 ～ （約 282,000,000 円以上） 

※注記： この試算は、世界的な標準モデルである「200万ドル規模の地域イン
フラ・パッケージ（USD 2,000,000）」をベースとしている。ESG投資等を呼
び込み、機体数の増加や全自動ハブの構築、および広域配送網を確立する段階で
投入する資本を想定している。 

6.3 配送単価（Industry Data / 参考指標） 

• ドローン配送コスト： RM 1.17 ～ 1.65 / km（約 35 ～ 50 円 / km） 
• 現状の 1個あたり配送コスト： 平均 約 RM 63.5 （約 1,905 円） 
• 将来予測（2030年）： 1 個あたり RM 18.8 （約 564 円）まで低下する見込
み。 

 



7. 収益モデル予測 (Business Profit Model) 
人口減少が進む過疎地域（モデルケース：1,000 世帯の町）において、30%の世帯
（300世帯）が本サービスを利用すると想定した収益シミュレーションである。 

7.1 料金プランおよび加入数想定 

プラン名 月額料金（RM） 月額料金（日本円） 想定加入数 

基本プラン（週2回配送） RM 155 4,650 円 150世帯 

プレミアム（毎日配送） RM 310 9,300 円 100世帯 

緊急医薬品配送のみ RM 62 1,860 円 50 世帯 
 

7.2 収益シミュレーション（月間・年間） 

• 月間売上合計： RM 57,350（1,720,500 円） 
o 内訳：基本(RM 23,250) + プレミアム(RM 31,000) + 医薬品(RM 
3,100)  

• 月間運営コスト（OPEX）： RM 28,675（860,250 円） 
o ※売上の 50%を運営費（機体メンテナンス、電気代、保険、オペレータ
ー人件費）として計上 。 

• 月間利益： RM 28,675（860,250 円） 
• 年間利益： RM 344,100（10,323,000 円） 

7.3 収益性の特徴 

• 高い利益率： 本モデルは一度インフラを構築すれば、配送回数に応じた追加コ
ストが低いため、営業利益率 50%という極めて高い収益性を維持できる。 

• 安定したストック型収益： サブスクリプション形式を採用することで、天候や
季節に左右されない安定したキャッシュフローを実現する。 

  



8. 主要なリスク (Major Risks) 
1. 法的規制： 目視外飛行（BVLOS）承認、自治体の許可、飛行回廊の計画。 
2. 天候： 雪、風、雨。嵐の日は飛行不可（トラックによるバックアップが必
要）。 

3. 高齢者の技術適応： アプリ操作が困難な場合、音声注文や家族による代行が必
要。 

4. 騒音とプライバシー： 居住区上空の飛行に対する苦情やプライバシー法への懸
念。 

5. 事故賠償： 墜落による怪我や損害賠償。保険料が高額になる可能性。 
6. 初期コスト： 資本集約型事業であり、初期の利益化は緩やか。 
7. 事業継続性： 海外の大手企業ですら高コストを理由に一部撤退しており、ビジ
ネスとしての難易度は高い。 

 

9. 社会的便益 (Big Benefits) 
• 社会的インパクト： 高齢者の自律生活支援、集落の存続、災害対応。 
• 環境面： 電気ドローンによるCO2削減、配送トラックの削減。 
• 経済面： 地方における新技術産業の創出、スマートビレッジのブランディン
グ。 

  



10. 研究および出版テーマ (PhD-Level Research) 
本事業は単なる配送サービスに留まらず、学術的・社会的な価値を探求する研究テーマ
としての側面を持つ。 

• 社会への影響（社会科学） 

o 高齢者の生活の質（ウェルビーイング）への貢献： ドローン配送が、外
出困難な高齢者の孤独感解消や、自立した生活にどのようなプラスの影響
を与えるかを分析する 。 

o 地方のデジタル活用（デジタル包摂）： スマホやアプリに不慣れな過疎
地の住民が、新しい技術を使いこなすための仕組みづくりを研究する 。 

• お金の動きと価値（財務） 

o トラック配送とのコスト比較： 従来のトラック輸送とドローンを比較
し、人件費・燃料費・時間の面でどちらがどれだけお得か（費用便益）を
計算する 。 

o 社会貢献としての投資（ESG投資）： 環境に優しく、地方を助けるこの
事業が、投資家から「応援したい事業」として評価されるためのモデルを
構築する 。 

  



11. 日本で普及が進んでいない理由と展望 
日本においてドローン物流の社会実装が遅れている背景には、複数の構造的要因が存在
する。しかし、これらの課題を解決することこそが、本事業の市場優位性（参入障壁）
となる。 

• 普及を阻む 3つの要因 
1. 厳格な法規制と安全文化： 航空法による飛行許可申請の複雑さや、対
人・対物事故に対する極めて高い安全意識が、迅速な事業展開の障壁とな
っている。 

2. 既存物流網の完成度： 都市部においては、トラックによる「ラストワン
マイル」の配送網が非常に強力であり、ドローンのコストメリットが出に
くい。 

3. 騒音およびプライバシーへの懸念： 住宅密集地の上空飛行に対する住民
の心理的抵抗が根強く、合意形成に時間を要する。 

• 今後の展望 
o 過疎地域や積雪地帯こそが、日本で最もドローン配送を必要としている
「ブルーオーシャン（競合のいない市場）」である。 

o 2022 年の「レベル 4飛行（有人地帯での目視外飛行）」解禁により、
法的な枠組みは整いつつある。今後は、技術的な安全証明と、地域住民と
の共生モデルの構築が普及の鍵となる。 

  



12. 次世代ビジネス案：ドローン・スマートビレッ
ジ・プラットフォーム 
本事業は単なる「荷物運び」に留まらず、自治体と連携した地域インフラの再構築を目
指す。 

• プラットフォームの統合機能 
1. 生活物資の自動配送： 食料品・日用品の定期便による「買い物難民」の
解消。 

2. 遠隔診療・医薬品配送： 医師のオンライン診察と連動し、処方薬を即座
にドローンで自宅へ届ける体制。 

3. AI 高齢者見守り： ドローンの巡回やアプリの利用データを活用し、離れ
て暮らす家族へ高齢者の無事を知らせる「見守りサービス」。 

• ビジネスモデルの拡張 
o 自治体から「村全体の物流・インフラ管理」を一括受託するB2G（対政
府）モデルへの移行。 

o 環境配慮（脱炭素）と地域再生をテーマとした ESG投資を呼び込み、
RM 9,400,000（約 282,000,000 円）規模の大規模な資本投入による
事業拡大を目指す。 

 


